
　　都道府県・市区町村に対する寄附金（ふるさと納税）について

　●都道府県・市区町村に対する寄附金（ふるさと納税）のうち、２，０００円を超える部分に
　ついては、次のとおり所得税・個人住民税から所得控除・税額控除として控除されます。

　①　所得税については、所得金額の４０％を限度に、（寄付金－２，０００円）を所得控除（したがって、
　　【（寄附金－２，０００円）×所得税率】の所得税額が少なくなる）

　②　個人住民税については、【（寄附金－２，０００円）×１０％】を税額控除

　③　②に追加して、下記計算式で求めた特例分を、個人住民税の所得割額より控除
　   　特例分＝【（寄附金－２，０００円）×（１００％－１０％－所得税率×１．０２１）】（所得割額の２割を限度）

　　　　※　平成２６年１２月３１日以前のふるさと納税につきましては、特例分の限度額は所得割額の１割となります。

【控除のイメージ（※1）】

※1　年収７００万円の給与所得者（夫婦子なしの場合、所得税の限界税率は２０％）が、地方団体に対し、平成２７年に３万円の寄付
　　　 をした場合のもの。
※2　 所得税の限界税率であり、年収により０～４０％の間で変動する。
※3　 税額控除（基本分）については、対象となる寄附金額は総所得金額等の３０％を限度とする。

寄附金額　３万円

適用下限額

２千円

所得税と合わせた控除額　２８，０００円

【所得税】
所得控除による軽減

（３万円－２千円）×２０％（※2）
×１.０２１＝５，７００円

【個人住民税】
税額控除（基本分）（※3）

（３万円－２千円）×１０％
＝２，８００円

【個人住民税】
税額控除（特例分）

（３万円－２千円）×【１００％－１０％－２０％（※2）×１．０２１】
＝１９，５００円
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